
発祥は 19 世紀の鉄道会社 

 減価償却は、高額な機械設備等の経年劣

化が生じる資産の購入費用を、購入した年

にまとめて経費計上するのではなく、使用

可能年数に応じて分割して経費計上するこ

とを言います。 

 減価償却は 19 世紀の鉄道会社が発明し

たといわれています。車両・線路・駅舎・鉄

橋等、鉄道会社は固定資産が多く、当時は

車両や線路の質も今よりは悪かったため壊

れやすく、鉄道事業の運営にはコストがか

かるため、投資家からの出資がなければ事

業運営は困難でした。投資家が安定した配

当を目指し投資を行うため、鉄道会社は減

価償却を生み出し、年ごとに費用計上を行

い「安定して利益が出ていますよ」という

説明をしたのでしょう。 

 

減価償却できるもの、できないもの 

 減価償却の対象は、有形・無形の固定資

産のうち 10 万円以上のもので、かつ年を重

ねて消耗して価値が減ってゆくものです。

有形の資産の例は建物、機械装置、車両運

搬具等です。また、無形の資産とは、ソフト

ウェアや営業権等となります。 

 固定資産でも「消耗して価値が減ってゆ

く」が適用条件となっているので、土地や

絵画、骨董品等の時間が経っても価値が減

少しない資産は減価償却できません。また、

使用可能な期間が 1 年未満のものや、取得

価額が 10 万円未満のものについても減価

償却ができません。 

 なお、20 万円未満 10 万円以上の減価償

却資産は一括償却（3年間）可能、中小企業

者等は30万円未満の減価償却資産は300万

円を限度として全額損金算入可能等の制度

があります。 

 

減価償却資産の耐用年数とは 

 減価償却は使用可能年数で分割して年ご

とに必要経費を計上しますが、この使用可

能年数は、法定耐用年数として公的に決ま

っています。 

 素材や用途に応じて耐用年数が異なるも

のもあり、例えば「事務所用の建物」の場合、 

木・合成樹脂 24 年 

木骨モルタル 22 年 

鉄筋コンクリ―ト 50 年 

金属製 骨格材の肉厚により 22～38 年 

などと様々です。 
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減価償却の基本 

ちなみに牛や馬、りん

ごの樹やぶどうの樹な

どにも耐用年数は定め

られています。 


